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原子燃料サイクル政策の受容に対する熟議的アプローチ 
専門知の多様性と市民の意思を組み込んだ科学技術政策の形成に向けて 

 

 

1. 多様な専門知と市民意思をいかに統合するか：原

子燃料サイクル政策が突きつける課題 
科学技術政策の推進には、政策内容の妥当性と決

定プロセスの両面から正統性を確保することが不可

欠である。科学技術政策は高度な専門性を要するた

め、多様な専門知を統合した技術的合理性に裏打ち

された意思決定が求められる。他方、民主主義国家に

おいて、市民の選好を把握し政策に反映させること

も正統性の確保において必須である。ただし、高度に

専門的な政策領域では、市民の選好は固定的ではな

く、情報提供や対話を通じて変容しうる。したがって、

技術的合理性と市民の選好を適切に統合するには、

市民が専門知に基づいて思考を深める情報環境と対

話の機会を設計する必要がある。そのためには情報

提供や対話が市民の選好形成にいかに作用するのか

を明らかにすることが重要である。 
加えて、こうした意思決定は既存の制度や政策過

程、利害関係といった制約の下で行われており、制度

的環境に対する理解を欠いたままでは、政策の実装

は困難となる。しかしながら、制度的制約に過度に依

拠した意思決定は、技術的合理性や市民の価値判断

を十分に反映し得ない可能性がある。 
原子力政策、特に原子燃料サイクル政策は、こうし 

 

た正統性確保の課題が最も先鋭に現れる領域である。

原子力政策の正統性が大きく揺らいでいる現状にお

いて、技術的合理性、市民の選好、制度的制約をいか

に調整するかという課題が、原子燃料サイクル政策

において最も困難な形で突きつけられている。 
 

2. リサーチ・クエスチョン 
本研究では、「科学技術イノベーション政策のため

の科学」という観点から、原子燃料サイクル政策を対

象に、以下の五つのリサーチ・クエスチョンを設定し

た。 
RQ1（政策形成プロセスの実態把握）：原子燃料サイ

クル政策の形成プロセスは歴史的にどのように変遷

してきたのか。 
RQ2（多様なシナリオの設計・評価）：原子燃料サイ

クル政策の多様な技術的オプションをどのように設

計・評価するか。 
RQ3（市民の選好構造の解明）：原子燃料サイクル政

策を構成する諸要素に対して、市民はどのような選

好を有しているのか。また、専門家の選好とはどのよ

うに異なるのか。 
RQ4（情報提供・AI 対話の効果）：情報提供や AI を
活用した対話は、市民の選好形成にどのような影響
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本プロジェクトは、原子燃料サイクル政策を対象に、自然科学・社会科学・政策実装の三つのアプロー

チを統合し、政策意思決定の構造的課題を実証的に明らかにした。その結果、原子力政策をめぐる対立

の背景として、従来想定されてきた情報不足や理解不足というよりも、政策に対する認識や評価基準

の差異に起因する構造的問題が存在することが示された。第一に、市民と専門家の間だけではなく、政

策に関わるステークホルダーの間にも、政策に対する基本的認識や評価基準に差異が存在する。第二

に、こうした差異は情報提供のみでは解消し難い一方で、AI を活用した双方向的対話は政策態度に影

響を及ぼす有効な手段となりうる。第三に、こうした認識の差異が存在するにもかかわらず、それらを

制度的に可視化・調整する仕組みが十分に整備されていない。原子力政策における意思決定の課題は、

単なる理解不足ではなく、異なる合理性が併存する構造に由来することが示唆される。技術的合理性、

市民の価値判断、制度的制約といった複数の基準を単一の枠組みに収斂させるのではなく、それらの

差異を前提とした意思決定プロセスの設計が不可欠となる。 
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を与えるのか。 
RQ5（政策実現可能性の検討）：専門知の多様性と市

民の選好を組み込んだ原子燃料サイクル政策を実現

するための条件は何か。 
 原子燃料サイクル政策において、多様な専門知と

市民選好を組み込んだ政策選択を可能とするために

必要な知識を、段階的に積み上げる構造としてリサ

ーチ・クエスチョンを設定した。まず、政策形成プロ

セスの実態を把握しなければ、現在の制度的制約や

政策決定の前提を踏まえた議論は困難である。そこ

で RQ1 では、原子燃料サイクル政策の形成プロセス

が歴史的にどのように変遷してきたのかを問う。 
次に、多様な専門知を前提とした政策選択を行う

ためには、そもそも比較可能な政策選択肢が設計・提

示されている必要がある。この観点から RQ2 では、

原子燃料サイクル政策に関する多様な技術的オプシ

ョンを、相互に比較可能なシナリオとしてどのよう

に設計・評価するかを検討する。 
さらに、市民の意思を政策に組み込むためには、市

民が政策を評価する際に何を重視しているのか、す

なわち選好構造を把握することが不可欠である。そ

こで RQ3 では、原子燃料サイクル政策を構成する諸

要素に対して市民が有する選好を明らかにするとと

もに、それが専門家の選好とどのように異なるのか

を検証する。 
ただし、高度に専門的な政策領域における市民の

選好は固定的なものではなく、情報提供や対話を通

じて形成・変容しうる。したがって、市民選好を政策

に反映させるためには、その変容過程自体を捉える

必要がある。この問題意識に基づき、RQ4 では、情

報提供や AI を活用した対話が市民の選好形成にど

のような影響を与えるのかを実証的に検証する。 
最後に RQ5 では、以上の知見を踏まえ、専門知の

多様性と市民の選好を政策形成・決定過程に組み込

むために必要な制度的・運用上の条件を明らかにし、

原子燃料サイクル政策の実現可能性を検討する。 
 

3. 研究開発体制 
本研究は、技術的合理性、市民選好、政策過程の実

際という三側面を統合的に捉え、研究上の知見の実

装を目指した。こうした目的を達するため、本プロジ

ェクトは、専門分野および所属機関の多様性を重視

した研究体制を構築した。具体的には、大学ないしシ

ンクタンクといった 7 機関に所属する第一線の研究

者・有識者 14 名を中心としたチームを編成し、学術

研究と政策実務の双方に接続可能な体制で研究に取

り組んだ。14 名の研究者・有識者は、原子力工学、

政治学、行政学、心理学、社会技術論、エネルギー経

済学など、原子燃料サイクル政策を理解・評価する上

で重要となる多様な専門分野を背景としている。こ

うした体制を整えることで、技術的成立性といった

自然科学的・工学的論点と、制度設計、市民選好、態

度形成、政策過程といった社会科学的論点を統合し、

政策実装に結び付けることを目指した。 
本研究開発は、政策実装グループ、自然科学グルー

プ、社会科学グループという三つのグループに分か

れて推進された。政策実装グループは日本エネルギ

ー経済研究所所属の研究者から構成され、政策過程

の実態把握、実務家との意見交換、政策ニーズの抽出

を主に担った。自然科学グループは、日本原子力研究

開発機構および東京科学大学に所属する研究者が参

加し、原子燃料サイクルの技術的オプション整理、技

術・経済性評価、ロードマップ作成を担当した。社会

科学グループには、行政学、政治学、心理学、公共政

策論、社会技術論を専門とする研究者が参加し、市民

および専門家の選好構造の解明、情報提供および AI
対話が態度形成に与える影響の実証分析を行った。

このような体制の下で各グループが専門性を発揮し

つつ、相互に知見を接続することで、本研究は原子燃

料サイクル政策を「技術」「市民」「政策過程」の三側

面の統合を目指した。 
 
4. 研究開発の成果 
4.1. 政策形成プロセスの実態把握（RQ1） 
本研究は、原子燃料サイクル政策の形成プロセス

を、公式文書の変遷、審議会等における意思決定の枠

組み、関係者の認識構造という三層から実証的に把

握した。まず、原子力長期計画、技術検討小委・サイ

クル小委の議事録、エネルギー基本計画等の史資料

分析を通じて、政策が長期にわたり再処理前提の枠

組みに規定され、代替シナリオの中立的比較が制度

的に限定されてきたことを明らかにした。加えて、福
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島第一原子力発電所事故後には政策変更を含む議論

が一時的に顕在化したものの、最終的にはエネルギ

ーミックス（原子力比率）など上位政策に従属する形

で政策の射程が再設定され、燃料サイクル政策が自

律的な政策領域として再構成されにくい構造が確認

された。さらに、長期計画等における語彙の変化（知

識普及から理解、安心、コミュニケーションへ）を手

がかりに、政策側の正当化様式が時期に応じて更新

されてきたことも整理した。 
 次に、文書に現れない政策過程の実態を明らかに

するため、政策形成に関与してきた関係者への聞き

取り調査を実施した。その結果、関係者の中に、政策

を「固着していない」と捉えるグループ（「政策決定

者」）と、「固着していた」と捉えるグループ（「政策

関与者」）の大きく 2 つが存在し、その間には認識的

な乖離があることが示された。また、固着要因として、

一般に想定されがちな癒着よりも、地元との関係や

公益性（3E 達成への使命感）に関する信念が重視さ

れていること、さらに外部の批判的観察者も含めた

相互作用が固着を強め得ることが示唆された。こう

した知見により、原子燃料サイクルにおいて政策の

ダイナミクスが生じづらい理由を「原子力村」一枚岩

論に還元せず、多層的な構造として捉える必要性が

明確になった。 
 
4.2. 多様なシナリオの設計・評価（RQ2） 
原子燃料サイクル政策を、複数の選択肢を相互に

比較し得る「政策シナリオ」として設計・評価するた

めの基盤を本研究は整備した。まず自然科学的検討

として、軽水炉ワンススルーから高速炉、核変換、

ADS 等を含む多様な技術オプションを、要素技術、

技術成熟度、時間軸、経済性、高レベル放射性廃棄物

への影響といった観点から体系的に整理し、従来は

政策的に十分な比較検討が行われてこなかった選択

肢を可視化した。これにより、各オプションを「将来

技術」として一括りにするのではなく、成熟度や導入

可能時期、コスト構造の差異を明示した上で、政策議

論に耐える比較枠組みを提示した。 
 次に、評価可能性を担保するため、複数オプション

を相互に比較できる技術・経済性評価手法の整備と、

要素技術レベルのデータ整備を進め、ロードマップ

として提示した。これは、技術的成立性や経済性の評

価を、個別技術の説明にとどめず、政策判断に必要な

時間軸と不確実性を含む形で整理する作業であり、

シナリオ比較の実務的基盤を提供するものである。

加えて、高レベル放射性廃棄物問題については、「発

生した廃棄物をいかに処分するか」という従来枠組

みに加え、「発生量の低減や無害化の可能性を含めて

検討する」という観点を導入し、評価軸そのものの射

程を拡張した。 
 さらに本研究は、技術オプションの比較を純粋な

工学的合理性に閉じず、政策評価として成立させる

ための評価枠組みを社会科学的に整備した。具体的

には、安全性、経済性、環境負荷、資源・電力供給安

定性、技術的特性、意思決定過程といった複数カテゴ

リーに基づく評価属性を構築し、どの要素が政策支

持に影響し得るのかを推定するための入力構造を提

示した。また、コンジョイント実験の結果を用いて、

複数の技術オプションに対する市民支持を推定する

枠組みを提示し、「技術的に成立し得るオプション」

を「社会的に支持され得る条件」と接続するための評

価手続きを具体化した。 
 
4.3. 市民の選好構造の解明（RQ3） 
原子燃料サイクル政策のように多要素が同時に絡

む高度な専門的政策において、市民がどの論点をど

の程度重視して政策を評価しているのかを、従来型

の賛否調査ではなく、多次元かつ因果推定が可能な

コンジョイント実験により定量的に評価した。具体

的には、安全性、経済性、環境負荷、資源・電力供給

安定性、技術的特性、意思決定過程という複数カテゴ

リーに基づき、計 13 の属性と複数水準を設定し、無

作為に構成した政策案に対する評価を通じて、各属

性が政策支持に与える影響を推定した。本研究は、原

子燃料サイクル政策に対する市民の評価が、単一論

点への賛否ではなく、複数の評価軸の組合せとして

形成されていることを、比較可能な形で把握する枠

組みを提示するものである。また、市民に対する調査

と同一設計の調査を原子力分野の専門家に対しても

実施し、市民と専門家の選好構造を直接比較した。 
分析の結果、市民と専門家の違いは、単なる賛否水

準の差ではなく、判断の基準そのもの、すなわち政策
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評価の「物差し」が異なる点にあることが明確になっ

た。これは、政策論争が「賛成か反対か」の対立とし

て表面化する背後で、そもそも参照している評価軸

が異なり、議論が噛み合いにくい構造が存在するこ

とを示唆するものである。 
 
4.4. 情報提供・AI 対話の効果（RQ4） 
本研究は、情報提供と AI との対話が市民の選好形

成に与える因果効果を実証的に明らかにした。方法

面でのポイントは、（i）一方向の知識付与（情報提供）

と、（ii）双方向の AI との対話を区別し、それぞれが

政策態度に与える影響を検討した点にある。 
まず情報提供については、コンジョイント実験に

情報提供実験を組み込み、市民を統制群と複数の処

置群へと無作為に割り付けた。処置群には、原子燃料

サイクルに関する一般情報または特定属性に関する

追加情報を提示し、それぞれのドメインに関する知

識を付与することによって、政策支持水準や属性感

度の変化を因果的に推定した。 
分析の結果、知識付与が政策支持を高めるわけで

はないことが分かった。また、情報提供によって、そ

の情報と関連する属性を重視するようになる傾向も

ほとんど観察されず、全体として情報提供のみで選

好が転換するケースは限定的であることが示された。

つまり、「科学的な知識を提供すれば、市民の態度は

変化する」という素朴なモデルは成立しにくいこと

が示唆された。 
次に AI 対話については、AI が提供する情報と、

双方向的な対話それ自体の効果を識別するために、

AI 対話群（対話あり）、AI チャット履歴閲覧群（情

報接触のみ）、統制群を設定し、アウトカムを比較す

る設計を採用した。これにより、情報量の差ではなく、

双方向的なやり取りを通じた論点整理・問い返しと

いった内省的なプロセスが、市民の政策態度に与え

る追加的効果を推定できた。 
分析の結果、AI との対話は、政策態度の形成過程

に作用し、支持水準に加えて、態度の明確さや確信と

いった熟慮の質に関わる指標を改善する方向で影響

を与えることが確認された。こうした効果は、AI 対
話群と AI チャット履歴閲覧群との比較においても

明確に表れた。興味深いことに、これら両群は知識水

準においては差が現れず、支持水準、態度の明確さや

確信、関心度において、AI 対話群が強い改善を示し

たことである。このことは、AI によって提供される

情報そのものというよりは、AI との双方向的な対話

が、市民の態度形成に独自の影響を及ぼしているこ

とを示唆している。以上の分析から、AI を活用する

ことによって、市民が自分の評価軸を言語化し、内省

を深める環境を整えることができ、最終的には、市民

の選好にも影響を及ぼし得ることが明らかとなった。 
 
4.5. 政策実現可能性の検討（RQ5） 
本プロジェクトでは、公開シンポジウム（令和 7 年

9 月 16 日）においてその成果を提示したうえで、市

民の意思を反映した政策構築のあり方を議論し、さ

らに原子力・原子燃料サイクル政策形成に知悉した

有識者を交えた非公開ディスカッションを行った。

そこで得られた示唆を研究グループ内で整理し、多

様な専門知と市民の意思を組み込んだ原子燃料サイ

クル政策の推進において重要となる二つの課題を明

らかにした。 
 第一に、政府内において、透明性を伴った「独立し

た政策議論」を担う場をいかに設計するかである。日

本では「議論を重ねることで良い政策を形成する」こ

とがしばしば謳われるが、その多くは、政府・事業者

側で形成された政策を前提に、国民との「議論」を通

じて理解を得るプロセスとして構成されがちである。

こうしたプロセスは、本研究が重視する、真摯な対話

を通じて政策そのものを柔軟に決定していく議論と

は異なる。他方で、原子燃料サイクルの問題は複雑で

あり、仮に現行政策の停止を含む議論を行う場合、電

力会社や日本原燃といった企業間関係にとどまらず、

自治体・地元企業・金融機関等への影響が大きく、ど

こまで議論し、どこまで伝えたうえで理解を求める

べきかの判断が難しいという制約もある。そこで、仮

に第三者的な会議体（例として国会事故調のような

枠組み）を設ける場合には、①従来とは異なる幅広い

ステークホルダーから専門家を選定すること、②議

論の過程に透明性を持たせ、国民に公開することが

要件となる。同時に、これまでの政策を推進してきた

側には「議論は行ってきたが認識されていない」とい

う認識があり、「議論の公開が地元不安を惹起する」
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といった過去の経験に基づく懸念もあるため、どの

範囲で公開するのか、については慎重な検討が求め

られる。すなわち、公開できる部分／できない部分を

分ける基準と、公開できない部分に各主体がどのよ

うに関与するかの指針、さらに公開する際に悪影響

を最小化するための情報発信の工夫が、制度設計上

の条件として浮上した。 
第二に、市民の意思が政策決定に有効に作用し得

るメカニズムを、既存の政策決定プロセスにどのよ

うに組み込むかである。ここで重要となるのは、第一

の課題（議論の場の設計）と第二の課題（市民意思の

組込み）は、必ずしも両方が同時に満たされなければ

機能しないわけではなく、相互に独立した課題とし

て扱うべきという点である。すなわち、新たな第三者

機関を設立しなくとも、政府内・電力会社・研究開発

機関等の政策や事業計画の意思決定過程に、市民の

意思による選択を打ち込むことは原理的に可能であ

り、まずは公聴会や市民集会等の場で試行すること

も想定し得る。その際、参加主体が「その導入によっ

て政策の質が上がり得る」という見通しを持ちうる

ことが、実装の前提条件となる。また、本研究が想定

する「市民」は、これまでの政策過程において政策の

推進を批判してきた人々に限定されるわけではない、

より広範な市民である。こうした広範な市民の意思

を、コンジョイント実験等の枠組みを用いつつ、意思

決定に有効に取り入れるプロセスの実装が重要とな

る。 
 その際重要となるのは、単なる情報の提供に留ま

らず、対話の環境をどのように整えるのか、という問

題である。原子燃料サイクルの実施によるコスト変

化や、他政策（例：再生可能エネルギー賦課金等）と

の比較を、分かりやすい形で提示することは勿論、本

研究が示したような AI を活用した対話的環境を整

え、市民の内省を促進することも必要であろう。ただ

し、市民意思は曖昧かつ変化し得るため、短期的事象

による変動を長期のエネルギー政策にどこまで直接

反映させるべきかは論点として残る。仮に市民意思

の反映が望ましいとするならば、その反映にあたり、

短期変動の影響を軽減し得る制度的工夫を検討する

必要がある。 
 

5. 政策提言 
5.1. 違いを埋める前に、違いを可視化する 
原子力政策における合意形成を進めるためには、

異なる立場の差異を前提とした上で、それらを可視

化する仕組みを制度的に組み込む必要がある。従来

の政策議論においては、専門家と市民の間の認識の

差異をいかに埋めるかに重点が置かれてきたが、そ

の前提として、どのような差異が存在しているのか

が十分に把握されてこなかった。 
 本研究が明らかにしたように、市民と専門家の間

には、政策に対する賛否の水準の違いというよりも、

政策を評価する際の判断基準そのものに差異が存在

している。コンジョイント実験の結果は、両者が異な

る評価軸に基づいて政策を判断していることを示し

ており、こうした差異を前提としないまま合意形成

を試みても、議論はすれ違いに終わる可能性が高い。

また、政策実装グループの分析からは、専門家と市民

のみならず、政策に関与してきたステークホルダー

間においても、政策の捉え方や評価の前提に認識の

ズレが存在していることが確認された。 
 今後の政策設計においては、異なる主体がどのよ

うな認識と評価基準に基づいて意思決定を行ってい

るのかを可視化する仕組みを構築することが不可欠

である。具体的には、コンジョイント実験等を活用し、

市民および専門家の選好構造を定量的に把握すると

ともに、それらを比較可能な形で提示する手法を政

策形成過程に組み込むことが求められる。こうした

可視化は、対話の出発点を共有する基盤となるだけ

でなく、どのような条件の下で差異が縮小し得るの

かを検討するための前提条件となる。 
 
5.2. 対話型プロセスを組み込む 
今後の原子力政策においては、一方向的な情報提

供を前提とした従来のコミュニケーション手法から

転換し、対話型のプロセスを政策形成過程に組み込

むことが必要である。これまでの政策対応において

は、専門的知識の不足が市民の理解や受容を妨げて

いるとの前提の下で、情報提供の充実が重視されて

きた。しかしながら、本研究の結果は、この前提の限

界を明確に示している。 
 コンジョイント実験および情報提供実験の結果か
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らは、情報提供が市民の政策選好に与える影響は限

定的であり、多くの場合、評価や態度に有意な変化を

もたらさないことが確認された。他方で、AI を活用

した双方向的対話は、市民の政策態度に対して影響

を及ぼすことが明らかとなった。特に、単なる情報接

触ではなく、問い返しや応答を通じた相互的なやり

取りそのものが、態度の明確化や確信の形成に寄与

していることが示された。このことは、政策理解の深

化において重要なのは情報量そのものではなく、自

らの判断基準を言語化し、整理するプロセスである

ことを示唆している。 
 以上を踏まえると、情報提供の強化にとどまるの

ではなく、人々が自らの価値判断や評価基準を表出

し、それを整理することを支援する対話型のプロセ

スを制度的に組み込む必要があるであろう。具体的

には、AI を活用した対話支援ツールや、段階的な熟

議プロセスの設計などを通じて、市民が受動的に情

報を受け取るのではなく、能動的に思考を深める機

会を確保することが求められる。こうした対話型プ

ロセスは、単なる理解促進にとどまらず、異なる判断

基準を持つ主体間の認識を接続し、意思決定の質を

高める基盤となる。 
 
5.3. 調整型意思決定プロセスを設計する 
 原子力政策における意思決定の質と正統性を確保

するためには、異なる判断基準の併存を前提とした

調整型の意思決定プロセスを制度として設計するこ

とが必要である。従来の政策形成においては、技術的

合理性に基づく最適解の提示や、市民の理解を前提

とした合意形成が志向されてきたが、本研究の結果

は、こうした枠組みの限界を示している。 
 本研究が明らかにしたように、原子力政策におい

ては、技術的合理性、市民の価値判断、制度的制約と

いった異なる基準が、それぞれ独自の論理に基づい

て併存している。これらは必ずしも整合的に統合さ

れるわけではなく、いずれか一つの基準に依拠して

意思決定を行った場合、他の主体の理解や受容を得

ることが困難となる。また、政策実装グループの分析

が示すように、こうした差異や対立が存在するにも

かかわらず、それらを制度的に調整するための明確

な仕組みは十分に整備されていない。 

 今後は、単一の合理性に基づく最適解の導出を目

指すのではなく、異なる合理性の間の関係をいかに

整理し、調整するかというプロセスそのものを設計

する必要があるであろう。具体的には、専門家、市民、

政策担当者といった多様な主体が、それぞれの評価

基準を持ち寄り、相互に調整を行う場を制度的に位

置づけるとともに、その議論が政策決定にどのよう

に接続されるのかを明確化することが求められる。

また、議論の公開範囲や情報提供の方法についても、

政策遂行への影響と社会的正統性の確保の双方を踏

まえた設計が必要となる。 
 
6. 今後の展望 
本プロジェクトは、原子力政策における意思決定

の課題を、「情報不足」や「理解不足」の問題として

ではなく、政策を評価する判断基準の差異に起因す

る構造的問題として捉える視角を提示した。従来の

政策対応は、専門家と市民の間の情報格差を前提に、

情報提供の充実を通じて合意形成を図ることに重点

を置いてきた。しかしながら、本プロジェクトの分析

からは、両者の間には政策評価の前提となる判断基

準そのものに差異が存在していることが明らかとな

った。このことは、原子力政策における対立が、単な

る知識の不足ではなく、異なる基準が併存する構造

に由来するものであることを示している。 
 本プロジェクトは、こうした問題に対して、選好構

造の可視化および対話的プロセスの効果検証という

方法論的な貢献を行った。コンジョイント実験を通

じて、市民と専門家の判断基準の差異を定量的に把

握する枠組みを提示するとともに、AI を活用した双

方向的対話が政策態度の形成に影響を及ぼし得るこ

とを実証的に明らかにした。こうして、政策対立をめ

ぐる議論を、抽象的な価値対立としてではなく、可視

化・分析可能な対象として扱うための方法論的基盤

が提示された。 
 以上の知見を踏まえ、異なる判断基準の併存を前

提とした調整型の意思決定プロセスを設計する必要

性を示した点に、本プロジェクトの実践的意義があ

る。技術的合理性、市民の価値判断、制度的制約とい

った複数の基準は、必ずしも整合的に統合されるわ

けではなく、単一の合理性に基づく最適解の追求に
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は限界がある。したがって、今後の政策設計において

は、これらの差異を前提とした上で、それらをどのよ

うに可視化し、対話を通じて整理し、意思決定に反映

させていくのかというプロセスそのものを制度的に

設計していくことが求められる。 
 今後の課題としては、第一に、こうした可視化およ

び対話の手法を、実際の政策形成過程にどのように

組み込むかという実装上の検討が挙げられる。特に、

政策決定に対する影響力の担保、参加主体の設計、議

論の公開範囲の設定といった制度的論点について、

さらなる検討が必要である。第二に、本研究で提示し

た枠組みを、原子力政策以外の科学技術政策領域に

適用し、その有効性と限界を検証していくことが求

められる。本研究は、原子力政策にとどまらず、科学

技術政策における意思決定の在り方を再検討するた

めの分析枠組みと実践的手がかりを提示するもので

あり、今後の政策設計に向けた基盤的な視座を提供

するものである。 
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